
2. 全国大手

1. 県内

　富山経協は１月16日、「2016年冬季賞与・一
時金支給結果（単純平均・最終集計）」をまと
めた。集計可能な177社の支給額平均は483,374
円で、今回回答のあった企業の前年同期の支給
額平均（493,375円）と比べると、金額で10,001
円、率で2.03％減少と、４年ぶりのマイナスとな
った。
　業種別では、製造業は前年同期比1.76％減少
の483,471円、非製造業は同2.31％減少の483,271
円となった。
　製造業では12業種中、７業種で減少し、汎
用・生産機械器具が10.44％減少と２桁の減少
となった反面、食料品・飲料は7.11％の増加と
なった。
　非製造業では10業種中８業種で減少し、建設
が7.61％減少、電気・ガスが6.10％減少と５％
を超える減少となった。（表１）

　日本経団連が12月21日にとりまとめた「2016
年冬季賞与・一時金　大手企業妥結結果（単純
平均・最終集計）」によると、調査対象の全国
大手企業（主要20業種、大手251社）のうち、
集計可能な145社の妥結額平均は786,750円で、
前年同期の最終妥結実績（157社、753,944円）
と比べると、金額で32,806円増加し、増減率で
プラス4.35％となった。
　業種別では、製造業は前年同期比4.86％増加
の797,993円、非製造業は同2.25％増加の737,614
円となった。（表２）
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〔最終集計－2017年1月16日〕
（表１）県内企業の2016年冬季賞与・一時金支給結果［単純平均］

（社） （％）
業　　　　種

業　　　　種

食 料 品 ・ 飲 料
繊 維
木 材・パルプ・紙
印 刷
化 学
プラスチック・ゴム
鉄 鋼・非 鉄 金 属
金 属 製 品
汎用・生産機械器具
電子・電気機械器具
輸送用機械器具
そ の 他 製 造 業
建 設
電 気 ・ ガ ス
情 報 通 信
運 輸
卸 ・ 小 売
金 融 ・ 保 険
宿泊・飲食・生活関連
学術・専門・技術サービス
教 育・医療・福祉
サービス・その他非製造業

総 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

総 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

（一社）富山県経営者協会

〔最終集計－ 2016年12月21日〕
（表２）全国大手企業の2016年冬季賞与妥結結果［単純平均］

（社） （円）

2015年 冬季2016年 冬季
（一社）日本経済団体連合会

社数 妥結額 （社） （円）社数 妥結額
前年同期比

前年同期比

（％）

157

129

28

571,338
301,881
394,878
263,419
613,918
377,805
260,667
425,640
467,927
475,847
595,730
755,624
494,492
631,573
654,199
348,808
449,444
565,639
244,325
487,578
618,085
455,677

483,374
（570,097）
483,471

（558,361）
483,271

（584,615）

493,375
（577,638）
492,143

（577,567）
494,677

（577,725）

533,411
284,877
386,640
264,066
614,456
371,524
247,667
436,297
522,472
480,079
597,498
786,050
535,238
672,614
659,208
355,608
460,010
572,960
241,526
491,859
619,180
446,710

△2.03
（△1.31）
△1.76

（△3.33）
△2.31

（　1.19）

7.11
5.97
2.13

△0.25
△0.09
1.69
5.25

△2.44
△10.44
△0.88
△0.30
△3.87
△7.61
△6.10
△0.76
△1.91
△2.30
△1.28
1.16

△0.87
△0.18
2.01

786,750
（880,736）
797,993

（900,490）
737,614

（822,518）

4.35
（0.02）
4.86

（0.47）
　2.25　
（△0.69）

753,944
（880,593）
761,007

（896,279）
721,408

（828,215）

（注）

（注）

①調査対象は、原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要20業種大手251社
②「2015年冬季」の数値は昨年の本調査の最終集計結果である。
③「平均」欄の上段は一社当たりの単純平均、下段の（   ）内は一人当たりの加重平均で
　ある。

①調査対象476社のうち、集計可能な回答のあった177社の数値である。
②「2015年冬季支給額」は、今回「2016年冬季支給額」の回答があった企業の数値である。
③平均欄の上段は一社当たりの単純平均、下段の（   ）内は一人当たりの加重平均である。

177社単純平均483,374円
　　前年比2.03％減少、
　　　　　　　４年ぶりのマイナス

145社単純平均786,750円
　　　　　　前年比プラス4.35％

 （円）  （円）支給額
2015年 冬季社数

支給額　　　
2016年 冬季


